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２０２１あいち環境塾提言「２０年後の未来社会へ向けての環境に関するビジネスモデルや政策」

提案の内容 提案実現のための具体的な取組
（アクションプラン）と実現可能性

現状の把握 20年後に向けた提言の概要

波及効果

 近年の温暖化については疑う余地がない。 ※IPCC第6次報告書

 人為起源の気候変動は、多くの気象及び気候の極端現象に
既に影響を及ぼしている。 ※IPCC第6次報告書

 気候の極端現象は、停電の原因となり市民生活を脅かす。

地球温暖化に伴う将来的な電力需給リスクを回避し、生活の質
を担保するために、私たちは、電力の分散と自給自足による既
設住宅を対象とする共助コミュニティの構築を提案する。

共同事業体は愛知県を中心と
する組織で、電力、機械、電
気、システム、工事、維持管
理などの専門事業者で構成。

既築住宅に世帯当たり5kW
の太陽光パネルと35kWhの
蓄電池を装備。（電力のみの場合）

地産地消による電力共助と費
用負担の低減が可能。

＜ロードマップ＞

環境、経済、防災、福祉へ
の波及効果が期待できる。

愛知県内の既築戸建150万
戸のうち10％に本提案を適
用すると、年間60万トンの
CO2削減が可能となる。

私たちが提案する電力の自給
自足と共助の概念にもとづき
本事業のコンソーシアム名を
「SEPA」とした。

SEPAとは、Self-sufficiency 
of the Electric Power of 
Aichiの頭文字を合わせたもの
で「セパ」と読む。

台風24号
(2018年)

中部地方で
約119万戸
が停電

①電力共助を推進するための
組織となる共同事業体を設
立する。

②10世帯程度の既築住宅を選
定し、電力コミュニティ(子)
を形成する。

③各既築住宅に対して、太陽
光発電設備と蓄電設備を導
入する。

④必要な電力をコミュニティ
内で 100 % 賄える電力共
助システムを構築する。

⑤10個程度の複数コミュニテ
ィ(子)で電力コミュニティ
(親)を形成する。

⑥電力コミュニティ(子)間で電
力の需給調整が可能な電力
共助システムを構築する。

＜佐久島をモデルとした場合＞


